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議案第８１号  

 

藤沢市建築基準等に関する条例の一部改正について 

 藤沢市建築基準等に関する条例の一部を次のように改正する。 

２０２５年（令和７年）２月１３日提出 

藤沢市長 

鈴  木  恒  夫 

 

 

 

藤沢市建築基準等に関する条例の一部を改正する条例 

藤沢市建築基準等に関する条例（平成３０年藤沢市条例第１０号）の一部を次

のように改正する。 

目次中 
「   

」 
を 第１２章 罰則（第９８条―第１０１条） 

 
「 

  
 
 
 
」 

に改める。 

第１２章 再生可能エネルギー利用設備に係る説明義
務の対象となる建築物の用途及び規模の指
定等（第９８条・第９９条） 

第１３章 罰則（第１００条―第１０３条） 
 

第１条中「図ること」の次に「並びに建築物のエネルギー消費性能の向上等に関

する法律（平成２７年法律第５３号。以下「建築物省エネ法」という。）の規定に

基づく再生可能エネルギー利用設備に係る事項を定めることにより当該設備の設置

の促進に資すること」を加える。 

第２１条第３項及び第４項中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部が耐火構

造であるものを含む。）」を加える。 

第２３条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第４項とし、第

２項の次に次の１項を加える。 

３ 政令第１０９条の８に規定する部分には、それぞれ別の建築物とみなし、前２

項の規定を適用する。 

 第２４条に次の１項を加える。 

２ 政令第１０９条の８に規定する部分には、それぞれ別の建築物とみなし、前項

の規定を適用する。 



- 63 - 

 第２６条第１項中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部を耐火構造としたも

のを含む。）」を加える。 

 第３７条第２項、第３８条第２項、第３９条第４項、第４０条第２項及び第 

４２条第２項中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める。 

 第４４条第３項中「主要構造部」を「特定主要構造部」に改め、「するもの又

は」の次に「主要構造部を」を加え、同条に次の１項を加える。 

４ 政令第１０９条の８に規定する部分には、それぞれ別の建築物とみなし、前項

の規定を適用する。 

 第４７条第２項中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部が耐火構造であるも

のを含む。）」を加える。 

 第５２条第１項中「準耐火構造」の次に「（特定主要構造部を耐火構造としたも

のを含む。）」を加え、同条に次の１項を加える。 

４ 政令第１０９条の８に規定する部分には、それぞれ別の建築物とみなし、第２

項の規定を適用する。 

第５６条の見出し並びに同条第１項及び第２項中「主要構造部」を「特定主要構

造部」に改める。 

第９４条第１項中「第１２条」を「第１２条第１項」に改め、同条第２項中「第

２４条」を「第２４条第１項」に改める。 

第９５条中「第２４条」を「第２４条第１項」に改める。 

第９６条の見出し中「既存建築物」の次に「の増築又は改築」を加え、同条第１

項中「第１２条」を「第１２条第１項」に、「第１８条から第２０条まで」を「第

１９条、第２０条」に改め、「、第２４条」を削り、「、第５２条」を「（第５５

条第２項の規定により準用する場合を含む。）、第５２条第１項」に、「第５５条」

を「第５５条第１項」に改め、同条第２項から第４項までを次のように改める。 

２ 法第３条第２項の規定により、第１８条、第２３条第１項若しくは第２項、第

２４条第１項、第４４条第３項又は第５２条第２項の規定の適用を受けない建

築物に係る次の各号のいずれか（第１８条にあっては第２号に限る。）に該当す

る増築及び改築については、これらの規定は、適用しない。 

(1) 次のイ及びロに該当するものであること。 

    イ 増築又は改築に係る部分が火熱遮断壁等で区画されるものであること。 
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ロ 増築又は改築に係る部分が、市長が別に定める技術的基準に適合するもの

であること。 

(2) 工事の着手が基準時（法第３条第２項の規定により、この条例の規定の適用

を受けない建築物について、同項の規定により引き続き当該条例の規定の適用

を受けない期間の始期をいう。以下この条において同じ。）以後である増築又

は改築に係る部分の対象床面積の合計が５０平方メートルを超えないものであ

ること。 

３ 法第３条第２項の規定により、第１４条、第２１条第３項若しくは第４項、第

２３条第５項、第２８条、第２９条、第３７条、第４２条、第４４条第１項若し

くは第２項、第４７条又は第４８条の規定の適用を受けない建築物に係る次の各

号に該当する増築（居室の部分に係る増築を除く。以下この項において同じ。）

及び改築については、これらの規定は、適用しない。 

(1) 増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の

２０分の１を超えないものであること。 

(2) 当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分における避難の

安全上支障とならないもの。 

４ 法第３条第２項の規定により、第１２条第１項、第３１条、第３３条第２項、

第３４条第 1 項又は第３９条の規定の適用を受けない建築物に係る次の各号に該

当する増築（居室の部分に係る増築を除く。以下この項において同じ。）及び改

築については、これらの規定は、適用しない。 

(1) 増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の

２０分の１を超えないものであること。 

(2) 当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分における避難及

び消火の安全上支障とならないもの。 

第９６条に次の４項を加える。 

５ 法第３条第２項の規定により、第４３第１項又は第５４条の規定の適用を受け

ない建築物に係る次の各号のいずれかに該当する増築及び改築については、これ

らの規定は、適用しない。 

(1) 次のイ及びロに該当するものであること。 

 イ 増築又は改築に係る部分が火熱遮断壁等で区画されるものであること。 
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 ロ 増築又は改築に係る部分が、市長が別に定める技術的基準に適合するもの

であること。 

(2) 次のイ及びロに該当するものであること。 

イ 増築又は改築に係る部分の対象床面積の合計が基準時における延べ面積の

２０分の１を超えないものであること。 

ロ 当該増築又は改築が当該増築又は改築に係る部分以外の部分における延焼

の危険性を増大させないものであること。 

６ 法第３条第２項の規定により、第１４条から第１６条まで、第１８条から第

２１条まで、第２３条第４項から第６項まで、第２５条、第２９条、第３０条、

第３２条、第３３条第１項、第３４条、第３６条から第３８条まで、第４０条か

ら第４２条まで、第４４条第１項若しくは第２項、第４７条、第４８条又は第

５５条の規定の適用を受けない建築物であって、政令第１１７条第２項に該当

する建築物の部分（以下この項において「独立部分」という。）が２以上あるも

のについて増築又は改築をする場合においては、当該増築又は改築をする独立部

分以外の独立部分に対しては、これらの規定は、適用しない。 

７ 法第３条第２項の規定により、第２３条第１項若しくは第２項、第２４条第１

項、第２６条、第４４条第３項又は第５２条第１項から第３項までの規定の適用

を受けない建築物であって、政令第１０９条の８に該当する建築物の部分（以下

この項において「独立部分」という。）が２以上あるものについて増築又は改築

をする場合においては、当該増築又は改築をする独立部分以外の独立部分に対し

ては、これらの規定は、適用しない。 

８ 法第３条第２項の規定により、第１５条、第１６条、第２０条、第２１条第１

項若しくは第２項、第２５条第１項若しくは第２項、第３３条第１項、第４０条

第５項（第１号から第３号までに限る。）、第４６条又は第５９条の規定の適用

を受けない建築物について増築又は改築をする場合においては、当該増築又は改

築をする部分以外の部分に対しては、これらの規定は、適用しない。 

 第９６条の次に次の２条を加える。 

 （既存建築物の大規模の修繕又は大規模の模様替に対する制限の緩和） 

第９６条の２ 法第３条第２項の規定により、第５条、第６条、第１１条、第１２

条第１項、第１４条から第２０条まで、第２１条第１項若しくは第２項、第２３
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条第１項、第２項若しくは第６項、第２４条第１項、第２５条、第２６条第１項、

第２８条から第３１条まで、第３３条から第４２条まで、第４４条第１項から第

３項まで、第５０条（第５５条第２項の規定により準用する場合を含む。）、第

５１条（第５５条第２項の規定により準用する場合を含む。）、第５２条第１項

から第３項まで又は第５５条第１項の規定の適用を受けない建築物に係る大規模

の修繕又は大規模の模様替については、これらの規定は、適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により、第２１条第３項若しくは第４項又は第４７条の

規定の適用を受けない建築物における屋根又は外壁に係る大規模の修繕又は大規

模の模様替であって、当該建築物の避難の安全上支障とならないものについては、

これらの規定は、適用しない。 

３ 法第３条第２項の規定により、第４３条又は第５４条の規定の適用を受けない

建築物における屋根又は外壁に係る大規模の修繕又は大規模の模様替については、

これらの規定は、適用しない。 

 （既存建築物の用途の変更に対する制限の緩和） 

第９６条の３ 法第３条第２項の規定により、第２１条、第２８条、第４７条又は

第４８条の規定の適用を受けない建築物であって、政令第１１７条第２項に該当

する建築物の部分（以下この項において「独立部分」という。）が２以上あるも

のについて用途変更をする場合においては、当該用途の変更をする独立部分以外

の独立部分に対しては、これらの規定は、適用しない。 

２ 法第３条第２項の規定により、第２３条第１項若しくは第２項又は第５２条第

１項から第３項までの規定の適用を受けない建築物であって、政令第１０９条の

８に該当する建築物の部分（以下この項において「独立部分」という。）が２以

上あるものについて用途変更をする場合においては、当該用途の変更をする独立

部分以外の独立部分に対しては、これらの規定は、適用しない。 

３ 法第３条第２項の規定により、第１４条から第１６条まで、第１８条、第２０

条、第２１条第１項若しくは第２項、第２３条第５項、第２４条第１項、第２５

条、第２６条、第２９条、第３２条から第３４条まで、第３７条、第３８条、第

４０条から第４２条まで、第４４条第１項から第３項まで、第４６条又は第５５

条の規定の適用を受けない建築物について用途の変更を行う場合においては、用

途の変更を行う部分以外の部分に対しては、これらの規定は、適用しない。 
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第１０１条中「第９８条」を「第１００条」に改め、第１２章中同条を第１０３

条とし、第９８条から第１００条までを２条ずつ繰り下げる。 

第１２章を第１３章とし、第１１章の次に次の１章を加える。 

第１２章 再生可能エネルギー利用設備に係る説明義務の対象となる建築物

の用途及び規模の指定等 

（建築士が説明を要する建築物の用途） 

第９８条 建築物省エネ法第６３条第１項に規定する用途は、全ての用途（建築物

省エネ法第２０条第２号及び第３号に掲げる建築物の用途を除く。）とする。 

（建築士が説明を要する建築物の規模） 

第９９条 建築物省エネ法第６３条第１項に規定する規模は、新築、増築又は改築

に係る部分の床面積が１０平方メートルを超えるものとする。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

提案理由 

この条例を提出したのは、建築基準法及び建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律の一部が改正されたことに伴い、所要の改正をする必要による。 


